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徴と機能区分を明らかにすることを目的とした。厚生労働省が公表している 2018 年 6
月の 1 か月分の病床機能報告を用いて、主に成人の医療を実施する全国の 9,627 病院
26,366 病棟を対象に、入棟前・退棟先の場所別の患者構成割合による主成分分析を















とつが、病床機能報告データ 4 の活用である。地域医療構想の実現を目指し、2018 年
10 月から地域の実情に合わせた定量的な基準の作成と導入 5 により、診療実績に着目
した高度急性期や急性期病棟の適正化の議論が都道府県で実施されている。一方で、
病床機能の分化と連携に向けての議論が停滞している地域も多い。地域医療構想の推






















厚生労働省から 2018（平成 30）年度第 2 回都道府県医療政策研修会でデータ配布
（エクセルファイル）された病棟別診療実績（平成 29 年度病床機能報告）を使用した。






を報告することを基本としている 4。本データセットは、2018 年 5 月上旬時点の報告
内容を基に作成され、重複する ID の除外とデータの突合がなされた全国 31,853 病棟
（病院病棟 26,234 病棟、有床診療所 5,619 病棟）の診療実績である。
本研究では、厚生労働省から 2018 年 9 月 21日に都道府県に配布された計算シー
ト（エクセルファイル）を用いて、入院料の算定を基準に明確な医療機能を持つ病棟
を推定した。除外病棟は、周産期 2,552 病棟（8.0%）、小児 756 病棟（2.4%）、緩和
ケア 375 病棟（1.2%）と不明 1,532 病棟（4.8%）とした。その結果、特定の機能を
有さない 26,638 病棟（83.6%）が分析対象となった。入退棟経路の分析には、病棟








お、病棟機能区分は医療機関から報告された 2017（平成 29）年 7 月 1日時点の機能
を用い、休棟・廃止 244 病棟及び記入のない 24 病棟と、入退棟経路の割合で異常値














データの表示は、入退棟経路での患者構成割合で中央値（第 1 四分位数、第 3 四
分位数）、主成分得点で平均値（標準誤差）とした。統計解析は、The R version 4.0.0
（R Foundation for Statistical Computing, Vienna, Austria）を用いた。また、有意
水準は 5% とした。
3.  結果
本研究の解析対象である全国 9,627 病院 26,366 病棟（1,026,662 許可病床）の 4
病床機能区分（高度急性期 17.1%、急性期 44.8%、回復期 13.2%、慢性期 24.9%）で
の入棟・退棟患者の経路の患者構成割合を表 1 に示した。入棟経路での患者割合（%）
［中央値（第 1 四分位数、第 3 四分位数）］は、「家庭からの入院」で高度急性期 73.3（45.2, 
86.1）と急性期 80.2（63.3, 90.9）が高く、回復期 3.6（0.0, 36.4）と慢性期 0.0（0.0, 
33.3）で低い値であった。一方で、「他の病院、診療所からの転院」は、高度急性期 1.4
（0.0, 3.4）と急性期 2.0（0.0, 6.3）で低く、回復期 14.3（0.0, 63.7）と慢性期 11.1（0.0, 
57.1）で高い値を示した。また、退棟経路での患者割合は、「家庭へ退院」で高度急




表 2 に示した。Kaiser 基準を基に固有値が 1 以上となる 4 主成分を抽出し、その累














































































































1 主成分『急性と終末ケア』、第 2 主成分『院内の転棟』、第 3 主成分『介護施設・福
祉施設の往復』、第 4 主成分『高齢者回復』と命名（仮）した。




た。第 3 主成分は、慢性期と回復期で負の値、第 4 主成分は、回復期のみが負の値を
示した。一元配置分散分析では全ての主成分において有意差（P < 0.001）があり、
Tukey-Kramer 法による多重比較検定で、病床機能区分の 2 群間比較は、ほとんどの
組み合わせで有意差（P < 0.001）が認められたが、第 2 主成分での急性期と慢性期（P 





























Tukey-Kramer 法による多重比較検定において、第 1 から第 4 主成分で高度急性期 vs 急性期
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